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２０２４年度賃金確定市労組連要求に対する回答 

要   求 回   答 

【災害・防災対策関係要求】 

４．派遣した職員の労働時間管理、健康管

理、メンタルヘルス対策を徹底し過重労

働を防止すること。また帰阪後も一定の

期間フォローアップを行うなど、職員の

安全と健康の確保を徹底すること。 

５．派遣中に災害・事故等が発生した場合

は、速やかに公務災害として取り扱い、

認定されるようにとりくむこと。 

 

災害時における職員の健康管理につい

て、平成 29年にマニュアルを策定し、被災

地への派遣職員の派遣前、派遣中、派遣後

の健康管理についても示している。管理的

立場にいる職員の役割を周知するととも

に、派遣職員に派遣前後に配付するリーフ

レットを提供し、派遣職員のメンタルヘル

ス対策に取り組んでいる。 

なお、派遣中に災害・事故等が発生した

場合については、通常の公務災害の制度に

より取り扱うことになる。 

【賃金関係要求】 

１．公務労働者の賃金を、月額 30，000 円

以上引き上げること。 

２．賃金を大幅に引き上げること。地域経

済の振興・消費不況の克服・生活改善に

つながる基本賃金の改定と一時金の引上

げを行うこと。 

 

令和６年 11月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

 

４．年齢による（55歳以上の）昇給抑制を

廃止すること。 

55歳以上の昇給抑制については、世代間

の給与配分の適正化の観点を踏まえ実施し

ているものであり、国等の制度を鑑みると、

廃止は困難である。 

６．非正規職員の改善 

(1) 公務員賃金の最賃割れが最低賃金法適

用除外だからといって容認されるもので

はない。会計年度任用職員の賃金も最賃

を下回ってはならない。非正規を含むす

べての職員の 1 時間当たりの給与額（地

域手当を除く）が大阪府最低賃金（1114

円）を下回ることのないようにすること。 

非常勤職員の時間額を 300 円以上引き

上げること。 

(2) 再任用職員の賃金については正規職員

の 8割以上とすること。 

(3) 再任用教員の 7割に達していない教育

職給料表（2）2 級、（1）2 級・特 2 級、

（3）2級を直ちに改善すること。 

 

令和６年 11 月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

 

８．初任給基準について 

(1) 初任給基準を大幅に引き上げること。

中途採用者の初任給基準を改善するこ

と。さらに、若年層職員の給与水準を改

 

令和６年 11月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 
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善すること。 

(2) 矛盾に満ちた「2019年度からの教員の

初任給引き上げ」について、初任給基準

の変更を行わないことによるモチベーシ

ョンに関わる問題・中堅ベテラン層のモ

チベーションに関わる問題等を踏まえ、

初任給基準の改善を行うこと。 

本市では、いわゆる「団塊の世代」教員の

大量退職、新任教員の大量採用が続いたこ

とにより管理職不足の解消、教員の資質向

上はもとより、優秀な人材の確保といった

喫緊の課題を抱えているところである。 

これらの課題解消を図るため、主務教諭

制度の導入等、さまざまな制度改正を行っ

てきたところであるが、「優秀な人材の確

保」については、多くの優秀な教員を採用

し、本市の教育水準の更なる向上を図るこ

とを目的として、平成 31 年度より、教育職

員の初任給水準の引き上げを実施してきた

ところである。 

今後も引き続き、他都市動向も注視しな

がら、教員がモチベーションをもって働き

続けることができるよう、制度のあり方に

ついて研究してまいりたい。 

(3) 前歴加算の換算率は全て 10割とし、格

付け上の調整率は廃止すること。また、

換算率により換算して得られる期間を

除する月数を全ての期間 3 月とするこ

と。当面、換算率により換算して得られ

る期間のうち、5年を超える部分につい

て 4.5月で除して得られる号給（端数切

捨て）を初任給基準に加算するという取

り扱い、その他の期間の換算率（0％）の

取り扱いなどを、改善すること。また、

1週間当たりの勤務時間が本務職員の半

分程度以上なら 50％換算だが、大阪市

の同じ局の雇用による二つの短時間勤

務を合算すれば 20 時間となるのに、合

算しないために半分以下となり 0％とさ

れていることについても改善を行うこ

と。 

新規採用者等に対する初任給決定に係る

前歴加算制度については、令和２年度、「職

員の初任給の決定に関する規定」を改正し、

試験区分より下位の学歴を有する者で、下

位の学歴の初任給基準から外部経歴を加算

する方が有利な者については、外部経歴を

加算できることとしたところである。また、

短時間勤務の取扱いについては、国等の制

度を鑑みて一定の措置を講じているため改

善は困難である。 

今後も引き続き、他都市状況等も注視し

ながら検討してまいる。 

 

９．給料表の改善を行うこと 

(1) 大阪市に働くすべての労働者の基本賃

金を月額 30,000円以上引き上げること。 

(2) 号給を追加し、昇給間差額 1,500円を

保障すること。また、2021年の大阪市人

事委員会「職員の給与に関する報告及び

勧告」の「課長級以下の職務の級では、

最高号給に達した職員が一定数存在し、 

かつ増加している。（中略）それらの職員

 

令和６年 11月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

また、給料表については、本市人事委員

会の意見を踏まえ、令和６年４月１日に号

給の増設を行っている。 
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の執務意欲の維持・向上につながるよう

な方策を継続的に検討していただきた

い。」を踏まえた改善を図ること。 

(4) 「ケア労働の賃上げ」が反映されてい

ない保育士の給料表の水準を引上げるこ

と。引上げにあたり職務の専門性及び他

都市の水準を考慮し、人が逃げる状況を

改善し人材の確保ができる水準とするこ

と。 

(5) 月例給だけで見れば生活保護基準を下

回る状況に置かれている技能労務職の給

与水準を、他都市との均衡がとれる水準

まで引き上げること。 

(3) 「ケア労働の賃上げ」が反映されてい

ない幼稚園教員の給料表を廃止し、小学

校・中学校給料表を適用すること。職務

の専門性及び他都市の水準を考慮し、人

が逃げる状況を改善し人材の確保を図る

こと。 

幼稚園教員の給与について、本市人事委

員会勧告を踏まえ、新たな給料表を平成２

７年４月に導入したところである。 

今後も、給与・勤務条件については、誠意

をもって交渉してまいりたい。 

10．格付・昇格・昇給基準の改善をはかる

こと 

(1) 行政職給料表 5級までの昇格制度の抜

本的改善をめざし、誰もが行政職 4 級・

技能労務職 3 級・保育士 2 級へ昇格でき

る制度を確立すること。特に行政職 3 級

への昇格基準の改善をはかり、すでに昇

格からもれた職員の実損の回復をはかる

こと。 

技能労務職３級、行政職４級への格付に

ついては、任用を伴うものであり、能力・実

績に基づき適材適所の観点から任用を行っ

てきたところである。今後とも、職員の士

気高揚といった観点から引き続き研究して

まいりたい。 

行政職３級相当級については、この間、

主務の級に位置づけ、人事委員会の選考試

験を行うこととしたこと、若手職員の職務

意欲の向上・モチベーション付与の観点か

ら、所属推薦を廃止し、昇格選考要件を満

たした者すべてに受験機会を与えたこと、

社会人経験者等の３級昇格にかかる必要在

級年数を短縮、昇格選考要綱の非該当要件

から、育児休業及び介護休暇を外したこと

など、大きな変更を行ってきたところであ

る。また、令和５年度より人事委員会の選

考試験において、事務職員、技術職員で実

務能力、職場への貢献をより重視した区分

での試験が行われている。 

(2) 当面、大量に１級に滞留している状況

を踏まえ、保育士の２級への昇格基準を

改善すること。 

行政職３級相当級については、この間、

行政職と同様の変更を行ってきたところで

ある。 

(3) 当面、大量に１級に滞留している状況

を踏まえ、技能労務職２級への選考基準

を経験年数と専門性を考慮した誰もが昇

格できるものに改善すること。 

技能労務職２級への昇格条件の改善とし

て、令和２年度より、業務主任を補佐する

役割等を担う２級班員を必要に応じて設置

しているところである。 
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また、選考基準については、主任選考基

準及び昇格選考実施要綱に基づき主任等へ

の格付けを実施しているところであり、引

き続き研究してまいりたい。 

(4) 休職者などの昇格基準の改善と昇給延

伸の復元措置を行うこと。 

休職者等の昇給抑制者に対する復職時調

整については、国等の制度を鑑みて一定の

措置を講じているため改善は困難である。 

11．一時金の改善を図ること。 

(1) 一時金は、期末手当一本として支給月

数を引き上げること。また、住居手当な

どを算入し基準給与月額を改善するこ

と｡ 

(2) 職務段階別加算制度はこれを撤廃し一

律増額をはかるとともに、格差解消にむ

けての具体的措置を講ずること。 

(3) 勤勉手当の成績率については撤廃し一

律増額をはかること。「実勤務・欠勤日数

の区分に応じた割合」については廃止す

ること。また、基準日以前 6 箇月の期間

のうちにおいて、任用の空白以前の期間

を調査対象期間としない取り扱いを改

め、就労の実態に基づいた支給を行うこ

と。 

 

期末・勤勉手当の職務段階別加算制度に

ついては、平成 19 年６月期から、職務･職

責の違いを明確に反映させるため、年功的

な要素である在級年数や年齢を加算対象要

件とすることを改めたところであり、改正

は困難である。 

その他の事項についても困難である。 

(4) 再任用職員の処遇について一時金支給

月数を正規職員と同様にするとともに、

フルタイム職員の賃金を改善すること。 

再任用職員に係る期末・勤勉手当につい

ては、令和６年 11月８日に「令和６年度給

与改定等について」として提案したとおり

である。 

12．公務の「公平性・中立性・安定性・継

続性」の確保を歪める「相対評価」「能力・

成果主義」を廃止すること。評価結果の

処遇への反映を行わないこと。とりわ

け、生涯賃金に影響し格差を広げる評価

結果の昇給反映は直ちに中止すること。 

相対評価による人事評価制度は、公務能

率の向上や執務意欲の向上に向けて、能力

と実績に応じた適正でより厳格な評価を行

い、また、それに伴う処遇の徹底を図るこ

とで、これまで以上に頑張った職員に報い

るとともに、より市民の信頼を得られる制

度としていくために、平成 25年度より導入

したものである。 

令和５年度には、人事委員会からの意見

や職員アンケートの結果を踏まえ、職員の

資質、能力及び執務意欲の向上により一層

つながる給与反映とするため、相対評価の

分布の割合を固定化した制度の見直しを行

った。 

13．人事評価について 

(1) 「昇給号給数への反映は、生涯賃金へ

の影響が大きいことを考慮し見直す必要

があると考える」を踏まえ、昇給号給数

への反映を中止すること。中止するまで

 

人事評価の給与反映については、大阪市

職員基本条例においても、「人事評価の結果

は、任用及び給与に適正に反映しなければ

ならない。」としており、さらには「昇給及
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の間は、さらに改善を図ること。 

(2) 「人事評価結果や所属、職員アンケー

ト結果をもとに、制度本来の目的である

職員の人材育成、執務意欲の向上に資す

るものとなっているかを十分に検証し、

人事評価制度の在り方全般について検討

すべきと考える。」を踏まえ、早急に改善

のための方策を提案すること。 

び勤勉手当については、人事評価の結果を

明確に反映しなければならない。」と規定し

ているところであるが、これに関しては、

人事評価結果を活用しつつ給与反映方法等

を工夫することが、頑張っている職員に報

いることであり、そのことが職員のやりが

いや、ひいては市民サービスの向上につな

がるものと考えている。 

令和５年度には、人事委員会からの意見

や職員アンケートの結果を踏まえ、職員の

資質、能力及び執務意欲の向上により一層

つながる給与反映とするため、相対評価の

分布の割合を固定化した制度の見直しを行

った。 

引き続き、人事委員会からの意見や職員

アンケートを踏まえ、職員の執務意欲の向

上の観点から、検証・検討していく。 

14．諸手当の改善をはかること 

(1) 住居手当は、支給額、支給基準を改善

すること。持家にも支給すること。 

 

住居手当については、令和元年度本市人

事委員会から本市における住居手当の在り

方について、国や他都市状況等を注視しな

がら調査・研究していくとした意見が出さ

れているところであり、今後の動向を注視

してまいりたい。 

(2) 扶養手当（配偶者）を廃止しないこと。 

(3) 扶養手当全体の引き上げをはかるこ

と。また、扶養認定の所得限度額の改善

をはかること。さらに配偶者の父母が同

居している場合も、扶養手当の支給対象

とすること。 

扶養手当については、人事委員会の勧告

を踏まえ、別紙のとおり改定することとす

る。 

 

(4) 通勤手当は臨時職員を含め全額実費支

給とすること。また、経路認定にあたり

所要時間と精神的な負担を考慮し、合理

的な申請経路を認定すること。 

(5) 交通用具を利用する場合の認定基準を

改善するとともに、交通用具利用者に対

する手当(駐輪場代を含む)を改善するこ

と。 

通勤手当については、令和４年４月１日

に認定基準の見直しを行ったところである

が、引き続き制度内容について十分な検証

を行うとともに、必要に応じて協議を行っ

てまいりたい。 

その他の事項については、困難である。 

(6) 初任給調整手当を改善すること。また、

保育士に対する初任給調整手当を創設す

ること。 

令和６年 11月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。保育士については、困難である。 

(7) 夜勤手当(現行を 100分の 50に)、超

勤手当(現行を 100 分の 150 に)、深夜超

勤手当(現行を 100 分の 200 に)の支給率

の改善をはかるとともに、超勤手当の算

定基礎に住居手当を算入すること。また、

夜間勤務手当及び超過勤務手当（深夜超

勤を含む）の支給率については、本市職員

の水準が他都市と同水準であることを踏ま

えると、改善を図ることは困難である。 

その他の事項についても困難である。 



 

6 

 

休日出勤については振替休日扱いとせ

ず、代休取得とともに超勤手当の割増分

(100分の 35)の支給も行うこと。 

(8) 宿日直手当を改善すること。 宿日直手当については、本市人事委員会

の意見を踏まえ、国等の状況を勘案した見

直しを行っているところであり、困難であ

る。 

(9) 退職手当を引上げること。 退職手当については、人事委員会の意見

を踏まえ、国等の状況を勘案した見直しを

行っているところであり、困難である。 

(10) 感染症が保育所、学校園で発生した場

合、防疫作業や消毒作業など感染拡大措

置に従事した教・職員に対する特殊勤務

手当を支給すること。 

新型コロナウイルス感染症にかかる特殊

勤務手当については、令和５年５月８日か

ら感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律上の位置付けが５類感染

症となり、国家公務員における新型コロナ

ウイルス感染症の特例措置が廃止されたこ

とから、本市においても同様に廃止してい

ることを踏まえると、支給は困難である。 

今後新たな感染症が発生した場合には、

適宜国、他都市状況も踏まえ検討をしてま

いりたい。 

15．賃金について、55歳以上の昇給停止を

中止するとともに、60歳時点での給与水

準を保障し、定年まで安心して働き続け

られる制度とすること。 

定年引上げに係る職員の給与制度につい

ては、令和４年８月に提案を行い、令和５

年４月から実施することとしたところであ

る。 

16．給料表全体の水準の引き下げ及び給与

カーブの平準化は行わないこと。 

令和６年 11月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

17．高齢者部分休業、病気休暇及び介護休

暇について、期末手当及び勤勉手当の欠

勤等日数に応じた支給割合の日数算定対

象から除外すること。 

職員の勤務成績に応じて支給する手当で

ある勤勉手当の算出方法を変更するのは困

難である。また、期末手当についても困難

である。 

【労働条件関係要求】 

３．人材確保について 

(1) 年度途中の退職者の欠員補充を速やか

に行うこと。そのための余裕を持った採

用を行うこと。 

(2) 年度途中の職員募集や採用希望者登録

制度（仮称）などのとりくみを行うこと。 

(3) キャリアリターン制度を創設するこ

と。 

(4) 現業職員、専門職を増員すること。と

りわけ臨床心理士や保育所配置看護師を

増員すること。 

 

 

事務事業の再構築にかかる施策の企画・

立案とそれに対応する業務執行体制の改編

などの管理運営事項については、職制が自

らの判断と責任において行うものである

が、それに伴い職員の勤務労働条件に変更

が生じた場合には、交渉事項として対応を

行ってきたものと認識しており、総務局と

しても各所属において適切かつ健全な労使

関係が確保されるように、引き続き努めて

まいりたい。なお、令和６年度は事務職員・

技術職員について、年度途中採用を実施し

た。次年度以降も業務執行体制や欠員状況
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等を考慮して、実施を検討する。職員採用

については、今後も引き続き、国や他都市

状況等も注視しながら検討してまいる。 

５．感染症から健康と命を守るための要求 

(1) 子ども、教職員、職員のＰＣＲ検査等、

必要な検査を実施すること。 

 

職員が医療機関を受診することにより、

必要な検査が実施されていると認識してい

る。また、厚生労働省は、感染症の予防には

「手洗い」、「マスクの着用を含む咳エチケ

ット」、「換気」などが有効であると周知し

ている。 

今後も引き続き基本的な感染予防に取り

組んでまいる。 

(2) 新型コロナウイルスワクチン接種等

を受ける際に、保護者同伴が必要とされ

る場合に、同伴する当該の教職員・職員

に対して特別休暇を認めること。 

新型コロナウイルスのワクチン接種にあ

たっては、要件が該当すれば、子の看護休

暇が取得可能である。 

今後も、国や他都市、民間状況の動向を

踏まえ、適正な職員の勤務労働条件の確保

に努めてまいりたい。 

(3) 新型コロナウイルス感染症罹患により

重篤化する可能性が高い、妊婦(妊婦のパ

ートナーを含む)、基礎疾患のある教職

員、高齢者や介護等を必要とする家族が

いる教職員等への特別休暇を有給で新設

すること。 

(4) 感染リスクを減らすため、テレワーク

（在宅勤務）や教育公務員特例法第 22条

に基づく自宅での研修承認を必要に応じ

て積極的に活用すること。3 密を避ける

ための時差通勤、マイカー通勤等につい

て必要に応じて承認すること等、労安（安

全配慮義務）の観点も踏まえて対応する

こと。 

教職員に対する特別休暇については、本

市全体の動向を注視してまいりたい。 

新型コロナウイルス感染症が、感染症法

における「５類感染症」に移行となったこ

とに伴い、感染症対策を理由としたマイカ

ー通勤制度の取扱いは終了しているが、テ

レワーク（在宅勤務）制度については、令和

２年度より制度を導入し、運用していると

ころである。 

また、令和５年度より、ワーク・ライフ・

バランスの観点ではあるが、時差勤務制度

についても導入したところである。 

今後も、給与・勤務条件については、本市

全体の動向を注視してまいりたい。 

(5) 新型コロナウイルス感染症による後遺

症に苦しんでいる教職員・職員に対して、

勤務上の配慮を行うこと。また、特別休

暇を認めること。 

新型コロナウイルス感染症罹患によって

療養のため勤務しないことがやむを得ない

と認められる場合には、病気休暇を取得す

ることが可能である。 

今後も、国や他都市、民間状況の動向を

踏まえ、適正な職員の勤務労働条件の確保

に努めてまいりたい。 

６．会計年度職員の任用について 

(1) 競争試験とはせず選考（面接等）のみ

とすること。 

(2) 公募については新規業務及び欠員時の

みとすること。 

 

会計年度任用職員制度については、地公

法改正の趣旨を踏まえ、総務省通知等を参

考に他都市との均衡を考慮して設計したと

ころであるが、再度の任用の取扱いについ
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(3) 国の期間業務職員について 3年公募が

撤廃されたことをうけ、総務省も「会計

年度任用職員制度の導入等に向けた事務

処理マニュアル（第 2 版）改正されたこ

とから、公募によらない再度の任用の上

限を撤廃すること。 

(4) 会計年度任用職員の初任給基準を引き

上げるとともに、最高号給は、給料表の

対応する正規職員給料表の最高号給とす

ること。 

(5) 会計年度任用職員の職務内容を見直し

給与区分を引き下げないこと。 

７．正規職員と非正規職員の間の不合理な

待遇差の解消を行い、均等待遇を実現す

ること。2020年 10月 15日の「日本郵便

裁判」最高裁判決を踏まえた対応を行う

こと。非正規職員(再任用、任期付職員、

会計年度任用職員、臨時的任用職員を含

む)について次ぎの改善を図ること。 

(1) 常時勤務が必要な職種は、正規職員と

して採用すること。 

(2) すべての非正規職員に正規職員と同等

の手当、一時金、退職手当を支給するこ

と。休暇、労働安全衛生、共済、労働災

害、福利厚生等について、非正規職員に

も「均等待遇」として保障すること。 

(3) 業務に関する研修をきちんと保障する

こと。 

(4) 正規職員への任用替えをすすめるこ

と。 

(5) 長期間非常勤（非正規）職員として勤

務を継続してきた職員の無期転換の制度

を創設すること。 

(6) 非正規の無給となっている特別休暇に

ついて有給化すること。 

(7) 会計年度任用職員の病気休暇、生理休

暇を有給化すること。 

(8) 非正規職員の病気休暇取得日数を正規

職員と同様にすること。 

ては、平等取扱いの原則を踏まえる必要が

あると考える。 

引き続き運用実態を注視するとともに、

勤務労働条件に関わる課題が生じた場合に

は、十分に交渉・協議等を行ってまいりた

い。 

なお、職員の採用については、地方公務

員法等関係規程に基づき、競争試験または

選考により行っている。 

また、会計年度任用職員の報酬水準につ

いては、職務の内容や責任、職務遂行上必

要となる知識、技術及び職務経験等の要素

を考慮して定めるべきものである。「非常勤

の職」を占め、任期が一会計年度内に限ら

れる会計年度任用職員の職務の内容や責任

の程度は、「常時勤務を要する職」を占め、

任期の定めのない常勤職員とは異なる設定

とすべきものであることなどから、職務の

内容や責任等を踏まえつつ、報酬の水準に

一定の上限を設けることが適当であると考

える。 

任期付職員及び臨時的任用職員の給与に

ついては、総務省通知等を踏まえ、正規職

員と同様の制度とするとともに、通勤手当

の支給方法については、月途中で採用され

た場合等の特例を設けているところであ

る。 

なお、臨時的任用職員及び会計年度任用

職員の病気休暇について、要求項目 12 の

「仕事と生活の両立支援等にかかる勤務条

件制度の改正」のとおり提案する。 

任期付職員、臨時的任用職員、会計年度

任用職員について、健康診断やストレスチ

ェック等、法に基づき実施しており、公務

災害が発生した場合の補償についても正規

職員と同様に実施しているところである

が、引き続き国や他都市の状況を注視して

まいりたい。 

８．高齢層職員の処遇改善 

(1) 高齢者の雇用制度の充実・改善をはか

ること。高齢期の働き方について、職員

の状況に配慮すること。また人事異動に

ついては本人希望を原則とすること。 

(2) 定年引上げ制度実施後も実態を把握、

検証し、制度の改善に向けて労働組合と

 

高齢期の働き方については、定年前再任

用短時間勤務や高齢者部分休業などの制度

導入により、高齢期の働き方について選択

肢の幅を広げることにつながっていると認

識しているところであり、今後、運用実態

の注視・把握に努めていくこととし、安全
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の協議を十分に行うこと。 

(3) 職員の生活設計に大きな影響を与える

ことから、対象となる職員に対して十分

な説明を行うとともに、職員が検討する

時間を保障すること。 

(4) 希望するすべての職員の任用を行うこ

と。希望した職員全員に、定年前再任用

短時間勤務の職を用意すること。 

(5) 高齢層職員の知識と経験、技術が活か

されること、加齢困難職種への対応、定

年まで働き続けられる職種（業務）と職

場環境を十分に整えること。 

 

衛生や健康に配慮しながら安心して働き続

けるための職場づくりについて継続して協

議してまいりたい。 

また、本市における公的年金の支給開始

年齢の段階的な引上げに伴う年金不支給期

間への対応については、定年の段階的な引

上げ期間中、定年から 65歳までの間の経過

措置として、従前の再任用制度と同様の制

度を暫定的に存置する暫定再任用制度を活

用しているところである。 

60歳以降の職員に適用される各種制度に

ついては、今年度対象となる職員に対し、

令和６年７月に周知を行うとともに意思確

認を実施したところである。 

(6) 定年引上げ後の賃金水準について、7割

に引き下げられていることを改め、60歳

時の水準を維持すること。 

(8) 再任用職員の処遇について一時金支給

月数を正規職員と同様にするとともに、

フルタイム職員の賃金を改善すること。 

(9) 再任用職員について、生活関連手当を

支給すること。 

(10) 55歳昇給停止を廃止すること。 

定年引上げに係る職員の給与制度につい

ては、令和４年８月に提案を行い、令和５

年４月から実施することとしたところであ

る。 

再任用職員に係る手当については、本市

人事委員会の意見を踏まえると、改正は困

難である。 

９．1日 7時間、週 35時間労働を労使合意

によって実現すること。 

(1) 拘束時間の延長なしに休憩時間を 1時

間とすること。 

(2） 「ノー残業デー」の実施をはじめとし

「1 日 2 時間以内・週 5 時間以内・月 20

時間以内・年間 120 時間以内」の時間外

労働の規制を労使合意によって実現する

こと。 

(3) 交替制勤務について改善をはかるこ

と。 

(4) 健康及び福祉を確保するために超過勤

務の上限規制とともに、終業時から始業

時まで 11 時間の勤務間インターバル制

度を導入すること。 

(5) フレックスタイムについて検証を行

い、労働組合と協議すること。 

勤務時間については、国と均衡を失しな

いよう取り扱う必要があり、改正は困難で

ある。 

時間外勤務の縮減は、職員の健康保持、

ワーク・ライフ・バランス等の観点からも

重要な課題であり、時間外勤務の縮減にか

かる指針に基づき、時間外勤務に上限時間

を設けるとともに、ノー残業デーや定時退

庁等の取組を進めてきたところである。 

今後も、使用者の責務として日常的に効

率的な業務の進行管理を十分に行うなど、

時間外勤務の縮減を図るとともに、年次休

暇の取得勧奨に努め、総労働時間の縮減に

向けた取組みを進めてまいる。 

勤務間インターバルについては、人事院

において行われている調査・研究の状況や

他都市、民間の動向を注視してまいりたい。 

なお、令和５年には「大阪市働き方改革

実施方針」を策定し、安心して働くことの

できる魅力ある職場をめざし、風土・制度・

ツールの観点から、具体的取組を進めるこ

ととしている。 

令和６年度は、「サテライトオフィスの拡
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充」「年度途中採用の実施」「軽装勤務の通

年化」などの取組みを実施してきた。 

今後の取組として、「妊娠障害休暇及びつ

わり休暇の改定」を実施したいので、別紙

のとおり提案する。 

引き続き、実施方針を踏まえた取り組み

を進めてまいりたい。 

10．労働時間管理について 

(1) 使用者の労働時間の管理責任、時間外

労働の本人確認・労働組合の閲覧権を保

障した厚生労働省労働基準局長通達・労

働時間の適正な把握のために使用者が講

ずるべき措置に関するガイドラインの徹

底により、サービス残業・不払い労働を

解消すること。そのための管理者の時間

管理を徹底させること。 

(2) 管理監督者や管理職に対して、労働時

間管理の研修を行うこと。 

(3) 2024年（令和 6年）4月 25日付総務局

人事部人事課長通知「時間外勤務の上限

規制に係る取組の徹底について」の徹底

を図ること。また通知に示された「特例

業務として認められるもの」以外に安易

に「特別な事情がある場合」を適用して

いないか検証し、説明すること。 

(4) 勤務開始時間と市民応対開始時間（窓

口職場など）が同じ時間による超過勤務

を解消すること。 

(5) 全ての職場で 36協定を締結すること。 

(6) 長時間労働解消の実効ある対策を行う

こと。 

(7) テレワーク時の労働時間管理を適正に

管理すること。。 

 

労働時間の管理については、ＩＣカード

による出退勤管理により、職員の出退勤状

況の把握を含めた労働時間の適正な管理を

行うとともに、ＰＣログ管理支援システム

を導入するなど、管理監督者がより一層適

正に労働時間を管理することができる仕組

みを構築しているところである。 

時間外勤務については、労働基準法に定

める基準に準拠し、災害その他避けること

のできない事由による臨時の必要がある場

合を除き、上限時間を定めている。当該「特

別な事情」については各所属において厳格

に運用しているところであるが、今後も、

使用者の責務として適正な勤務時間管理等

の徹底に努めてまいるとともに、実際行わ

れた超過勤務に対しては、法令に基づく手

当を適正に支給するとともに、労働基準法

で定められた休憩時間の適切な付与の徹底

を図ってまいりたい。 

11．労基法、条例に基づき休憩時間を付与

すること。また、保育所、学校園の休憩

時間取得状況調査を行うこと。 

職員の休憩時間については、労基法等に

基づき付与しているところであり、引き続

き適切な付与の徹底を図ってまいりたい。 

12．次世代育成支援対策について、特定事

業主として安心して子どもを生み育てら

れる労働環境を保障するため、産前産後

休暇・育児休業の代替職員は正規職員を

採用し配置することを制度として確立す

ること。制度確立までの期間にあっては、

正規職員での代替要員の配置を全ての所

属で具体的に行うこと。正規職員での代

替職員の配置が困難な場合は、任期付職

員・会計年度任用職員等を採用し、欠員

職業生活と家庭生活の両立支援策につい

ては、育児休業の取得回数の拡充、出生サ

ポート休暇の新設などに加え、非常勤職員

に係る制度改善など、国や他都市、民間の

動向等を踏まえて休暇・休業制度の整備を

図ってきたものである。 

本市では、特定事業主行動計画に基づき、

ワーク・ライフ・バランスを推進するため

の取組、安心して出産・子育てをすること

ができる職場環境づくり、女性職員の活躍
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を生じさせないこと。育児休業時の待遇

改善を抜本的に行うこと。 

推進に向けた取組について推進することと

しており、時差勤務制度、テレワーク制度、

フレックスタイム制などを活用すること

で、職員の働く時間、働く場所の柔軟化を

図ってきている。 

「仕事と生活の両立支援等にかかる勤務

条件制度の改正」を実施したいので、別紙

のとおり提案する。 

今後とも事業主の責務として、特定事業

主行動計画に基づく取組を推進するととも

に、管理者層に対する研修を継続し、男性

職員の育児休業等の取得促進を進めるな

ど、職員が様々な働き方を選択することが

できる環境づくりに努めてまいりたい。 

なお、育児休業等の長期休業者に関する

代替措置については、育児休業等による欠

員に対応するための人的措置について、所

属との協議を踏まえ、対応可能な範囲で本

務職員による代替措置を行うこととしてい

る。 

13．休職、休業、休暇制度などの改善を行

うこと。 

(1) 子どもや市民への感染拡大防止の観点

から、感染症による病気休暇の例外規定

の拡充をさらに行うこと。また、例外規

定の取り扱いに際しては、勤勉手当の減

額を行わないこと。 

 

 

病気休暇による勤勉手当の算出方法を変

更することは困難である。 

(2) 災害時や災害発生が見込まれる場合の

職員の安全確保のための特別休暇等の整

備を行うこと。また、交通機関の計画運

休等により出勤又は帰宅に困難が生じる

ことが予想される場合の特別休暇等の整

備を行うこと。 

災害時の出退勤途上における特別休暇に

ついては、引き続き、他都市の策定状況や

運用状況を注視してまいりたい。 

(3) 病気休暇の期間の通算については、6カ

月未満とすること。また、同一疾病によ

る病気休職の期間の通算については、復

職後 1年未満とすること。 

病気休職の通算期間の取扱いについて

は、本市における復職後の就労状況等を踏

まえ、引き続き、病気休職制度の適切な運

用に努めてまいりたい。 

(4) 介護休暇・看護欠勤制度は取得条件・

有給保障など改善をはかること。また、

代替要員を制度化すること。 

介護休暇・看護欠勤制度については、従

前より国の制度と均衡を失しないよう強い

指導を受けており、取得要件・有給保障な

どの改正を行うことは困難であるが、取得

実態等を踏まえて今後も引き続き調査、研

究を行ってまいりたい。 

(5) 出生サポート休暇を改善すること。ま

た、不育治療についても同様の制度を創

設すること。 

職員の妊娠・出産・育児等と仕事の両立

を支援するため、令和４年４月に妊娠・出

産・育児等にかかる勤務条件制度を改正し



 

12 

 

たところであるが、要求項目 12の「仕事と

生活の両立支援等にかかる勤務条件制度の

改正」のとおり提案する。 

(6) 病気休暇の時間単位の取得の要件を緩

和すること。 

平成 31 年４月より、がん等定期的な治

療・診断が必要となる病気休暇について、

１日又は１時間単位での取得を可能とする

よう、改正を行ったところである。 

引き続き、病気休暇制度の適切な運用に

努めてまいりたい。 

(7) 結婚休暇の改善、孫休暇の新設、各種

休暇の取得単位を改善すること。 

特別休暇、職務免除制度については、民

間並みを基本とする人事制度の構築に向け

て抜本的な見直しを行うため、平成 22年度

に国家公務員の勤務条件を基本に民間状況

も踏まえた改正を行った大阪府の制度を参

考に改正・廃止等を実施し、適正に運用を

行っているところである。 

また、平成 31年４月より、現在、事実婚

の場合に取得できる休暇制度等について、

ＬＧＢＴなどいわゆる性的少数者の職員に

おいても利用可能としたところである。 

今後も国や他都市、民間状況の動向を踏

まえ、適正な職員の勤務労働条件の確保に

努めてまいりたい。 

(8) 夏季休暇の半日取得を可能とするこ

と。また取得可能期間を拡大すること。 

夏季休暇は、職員が夏季における心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実の

ために取得する趣旨から、取得単位を１日

単位としているところであり、また令和６

年度より取得期間の拡充を行ったところで

あるが、取得状況等の分析を行いながら、

適切な制度の運用に努めてまいりたい。 

(9) 教員の妊娠障害休暇の他都市の状況

は、京都府 3週間，大阪府 14日、兵庫県

14日、滋賀県 14日、奈良県 7日、和歌山

県 10日、東京都 10日、神奈川県 14日、

堺市 14日となっている。職員・教員の妊

娠障害休暇を 14日とすること。 

 

妊娠障害休暇については、他の休暇制度

と同様に国や他都市、民間の動向等を踏ま

えて整備を図ってきたものであるが、要求

項目９の「妊娠障害休暇及びつわり休暇の

改正」のとおり提案する。 

(10) 子の看護休暇の改善を図ること。 子の看護休暇については、他の休暇制度

と同様に国や他都市、民間の動向等を踏ま

えて整備を図ってきたものであるが、要求

項目 12の「仕事と生活の両立支援等にかか

る勤務条件制度の改正」のとおり提案する。 

(11) 短期介護休暇について、「2 週間以上

にわたり」の要件をなくし、診断書等の

提出を必要なしとすること。 

短期介護休暇については、他の休暇制度

と同様に国や他都市、民間の動向等を踏ま

えて整備を図ってきたものであるが、要求

項目 12の「仕事と生活の両立支援等にかか



 

13 

 

る勤務条件制度の改正」のとおり提案する。 

(12) 長期勤続職員へのリフレッシュ休暇

を創設すること。 

職員の休暇制度については、国や他都市、

民間の動向等を踏まえて整備を図ってきて

いるものであり、今後も引き続き調査、研

究を行ってまいりたい。 

(13) 産前産後休暇、育児休業の代替職員は

正規職員とする制度を創設し、取得を希

望する職員が安心して取得できるための

職員採用を行うこと。 

育児休業等の長期休業者に関する代替措

置については、要求項目 12に対する回答の

とおりである。 

14. すべての労働組合を平等に取り扱うこ

と。また、提案事項については労働組合

内で十分議論ができる時間を保障するこ

と。 

労使交渉のあり方に関しては、「大阪市労

使関係に関する条例」に則って、適切に交

渉を行っていかなければならないのは当然

のこととして、職制としての責任を果たし

てまいりたい。 

【学校関係要求】 

１．中教審答申 251号（2024年 8月 27日）

は、「我が国の学校教育と教師を取り巻く

環境の現状」（第 1 章）について、「課題

が複雑化・困難化する中で、結果として、

学校や教師の負担が増大してきた実態」

を踏まえ、「教師を取り巻く環境の抜本的

な改革が必要」とした。 

「教師の処遇を抜本的に見直す」方針

のもと、人材確保法制定に伴う「一般行政

職に比べて教師は約 7％の優遇分」が現在

においてわずかになっているとした。「優

遇分」分を復元すること。給与の引き上げ

を行うこと。 

 

令和６年 11 月８日に「令和６年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

今後とも引続き、国や他都市の動向を注

視してまいりたい。 

 

 

 

 

２．授業準備時間、時間外に発生している

校務、分掌している部活動は「労働時間」

であり、教員にも残業代を支給すること。 

 （厚労省「労働時間の適正な把握のため

に使用者が講ずべき措置に関するガイド

ライン」（平成 29 年 1月 20 日策定）「客

観的に見て使用者の指揮命令下に置かれ

ていると評価されるかどうかは、労働者

の行為が使用者から義務づけられ、又は

これを余儀なくされていた等の状況の有

無等から、個別具体的に判断されるもの

であること」） 

教育職員は、「公立の義務教育諸学校等

の教育職員の給与等に関する特別措置法」

により時間外勤務手当が支給されないこと

から、教職調整額として４％を支給してい

るところである。 

教職調整額の見直しにあたっては、指定

都市教育委員会協議会において、教員の給

与改善として「教師の勤務実態に即した処

遇改善に関する事項を確実に実施する」こ

ととの要望を挙げているところである。  

今後とも引続き、国や他都市の動向を注

視してまいりたい。 

３．教員 1 人当たりの授業時数の上限設定

を行い、持ち授業時間数を減らすこと。

国に標準法（公立義務教育諸学校の学級

編制及び教職員定数の標準に関する法

教職員定数については、定数改善を国へ

要望していくとともに、今後も各学校の実

情・実態をより精緻に把握し、教職員の適

切な配置に努めてまいりたい。 
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律）改正による基礎定数の改善を求める

こと。大阪市立学校園の教職員定数を改

善すること。定数内講師を採用し、正規

教職員を増やすこと。 

 

４．新たな教育内容を次々と学校に押しつ

けないこと。業務を増やさないこと。「教

育課程は学校において編成する」原則を

守ること。 

 

学習指導要領には「各学校においては、

児童生徒の人間として調和のとれた育成を

目指し、児童生徒の心身の発達や特性及び

学校や地域の実態を十分考慮して、適切な

教育課程を編成するもの」と示されている。 

本市教育委員会としても、教育課程は、

学習指導要領及び教育委員会が定める基準

により、各学校において適切に編成される

ものと認識しているところである。 

５．「教育公務員は、その職責を遂行するた

めに、絶えず研究と修養に努めなければ

ない」、「教員は、授業に支障のない限り、

本属長の承認を受けて、勤務場所を離れ

て研修を受けることができる」（教育公務

員特例法）にもとづき「自主研修」を保

障すること。とりわけ長期休業中の「自

主研修」を奨励すること。 

教員が、絶えず教養を深めながらその職

務を遂行するためには、研修が奨励され教

員一人ひとりの資質向上等に有効かつ積極

的に活用されなければならないと認識して

いる。教育公務員特例法第 22条第２項の規

定に基づく研修の実施にあたっては、法の

趣旨を十分に踏まえつつ、制度の透明性を

確保し、市民に対する説明責任を果たす必

要があることから、平成 22年７月に「教育

公務員特例法第 22 条第２項の規定に基づ

く研修の取扱いについて」を定め、その適

切な実施に努められるよう通知していると

ころである。 

６．講師の給料表を速やかに「2級」にする

こと。授業準備、採点、成績処理の業務

を担う非常勤講師の給与はあまりにも低

額であり増額すること。 

常勤講師の給与については、本務教員と

の均衡を考慮し、本務教員が昇給可能な年

齢までの前歴を加算できるよう、適用号給

の上限を令和２年度より引き上げたところ

である。 

常勤講師に適用される給与等について

は、他の自治体の状況等も参考にしつつ、

引き続き、慎重に検討してまいりたい。 

非常勤講師の報酬については、令和６年

２月より、授業１時間（付随する準備及び

評価の時間を含む）あたり、それまでの

2,890 円から 2,920 円に増額改定（令和５

年 12 月期の期末手当の支給対象職員につ

いては、令和５年４月に遡及して改定）を

行ってきたところである。 

また、令和６年度より、報酬に加えて、当

該年度の任用期間が６カ月以上で、週あた

り勤務時間が 15 時間 30 分以上の非常勤

講師については、期末・勤勉手当を支給す

ることとしている。 
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引き続き、他の自治体及び本市全体の会

計年度任用職員制度の動向を注視してまい

りたい。 

７．教員間に格差と分断を持ち込み、給与

水準を引き下げる「主務教諭」制度を廃

止すること。 

主務教諭、主務養護教諭及び主務栄養教

諭の職の設置については、新たな教育職員

のキャリアステージ及び職責に応じた給与

制度を構築するため、また教員の人材育成

に資するため、平成３０年４月より教諭と

首席・指導教諭の間に設置しているところ

である。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

８．給与制度決定権限の移譲による教職員

の給与勤務条件の後退の回復を図るこ

と。「他都市との均衡」を考慮し、大阪市

から人が逃げる状況を改善すること。教

職員の給与勤務条件については、経緯を

踏まえ、特に府との均衡を十分に考慮す

ること。 

(1) 退職手当（府内公立学校に比べて 120

～130万円低い）は、最低限大阪府内公

立学校並みに支給すること。講師等の退

職手当についても、最低限大阪府内公立

学校並みに支給すること。 

 

 

 

 

 

 

 

退職手当については、本市人事委員会勧

告による意見、内容を踏まえ、他都市の状

況等を考慮し、適切に対応してきたところ

である。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

(2) 地方公務員の育児休業等に関する法律

第 9条「職員は、育児休業を理由として、

不利益な取扱いを受けることはない」を

遵守すること。育児休業者の復職時調整

は、全ての者に対して 100％換算を行う

こと。 

平成 30 年度以降の主務教諭選考におい

て、育児休業のために前年度の人事評価の

結果がない者については、基準日の年度の

前４年度の人事評価のうち直近の人事評価

を選考における前年度分の評価とみなし、

前々年度分の人事評価については、勤務成

績良好とみなすようにしている。 

育児休業者の復職時調整については、本

市の制度により３分の３換算をしていると

ころである。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

(3) 主務教諭導入に際し教諭の上限号給

（小中 73 号給、高校 65 号給）が設定さ

れたことにより、14年以上の講師経験の

ある者が教諭採用される場合、初任給の

前歴加算において大阪市では 14 年以上

の期間は全く反映されなくなり、前歴加

主務教諭制度導入に伴う教諭の上限号給

については、学歴区分において最も高い年

齢となる博士課程修了後の採用者が 10 年

を迎える 37 歳になった時に適用される号

給を上限に設定している。 

37 歳以上で採用される教諭等について
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算が大幅に抑制され、22歳で大学を卒業

し 23 年間の講師経験を経て 45 歳で教諭

(新採)採用される場合の者の初任給は、

大阪府と比べて月額で 5 万円以上低くな

っている状況を改善すること。主務教諭

選考に合格しても、小中 73 号給（高 65

号給）以上の号給の者は足ふみ（昇給し

ない）等の不利益な取り扱いを改めるこ

と。 

は、採用者のほとんどを占める短大卒と大

学卒について、主務教諭の選考に必要な経

験年数を６年に短縮する措置を設けてい

る。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

(4) 2018年度の主務教諭制度導入に伴い生

じ、市立高校の府立移管まで続いた（2018

年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日）の間

の総括実習助手、教諭（実習担当）に対す

る極めて不当な昇給停止によってもたら

された損失の補償を行うこと。 

大阪府移管前の主務教諭制度導入に伴う

実習助手のあり方等については、本市教育

委員会が主体性をもって判断してきたとこ

ろである。 

なお、高等学校の大阪府への移管に伴い、

令和４年４月以降は、大阪府の規程が適用

されている。 

(5) 権限移譲に際し、他の政令市に例を見

ない「地域手当引き上げ分を相殺する」

ための教育職給料表の「給料表水準の調

整」＝減額（高等学校等 4.56％、小学校・

中学校 4.46％、幼稚園 4.53％、平成 29

年 4月実施）を復元すること。 

教職員の給与・勤務条件については、本

市人事委員会からの意見を踏まえ、原則、

市制度適用としつつも、学校現場特有の事

情の考慮や激変緩和のための措置が必要な

内容については措置を講じてきたところで

ある。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

(6) 女性教職員が多数勤務・活躍している

という学校現場の特殊性を踏まえ、母性

保護にかかわるものをはじめ長年取り扱

われてきた勤務労働条件等を戻すこと。

教員の妊娠障害休暇の他都市の状況は、

京都府 3 週間，大阪府 14 日、兵庫県 14

日、滋賀県 14日、奈良県 7日、和歌山県

10日、東京都 10日、神奈川県 14日、堺

市 14日となっている。妊娠障害休暇を 14

日に戻すこと。短期介護休暇について、

「2週間以上にわたり」の要件をなくし、

診断書等の提出を必要なしとすること。 

職員の給与・勤務条件については、本市

人事委員会からの意見を踏まえ、原則、市

制度適用としつつも、学校現場特有の事情

の考慮や激変緩和のための措置が必要な内

容については措置を講じてきたところであ

る。 

妊娠障害休暇については、他の休暇制度

と同様に国や他都市、民間の動向等を踏ま

えて整備を図ってきたものであるが、【労働

条件関係要求】要求項目９の「妊娠障害休

暇及びつわり休暇の改正」のとおり提案す

る。 

今後も、給与・勤務条件については、本市

全体の動向を注視してまいりたい。 

９．教育職員に対して、職員基本条例第 3条

の定めに反する、また公正性・納得性・透

明性に大きな問題を持つ人事評価制度

（相対評価）を導入しないこと。教育職

員の人事評価制度（「人事考課制度」「目

標管理制度」「学校園運営に関するシー

ト」）を廃止すること。教育そのものを歪

 人事評価制度本来の目的が達成されるよ

う、信頼性と納得性の向上に努めるととも

に、引き続き、人材育成や組織の活性化に

向けて、より公平・公正な人事評価制度と

なるよう取り組んでまいりたい。 
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める、学力テストや市独自のテストの成

績結果を教員の給与制度とリンクするよ

うな成績主義強化は行わないこと。教育

活動を歪める、成績結果を校長の給与に

リンクさせる全国に例を見ない取り扱い

を、直ちに止めること。 

10．「教育委員会所管の学校における指導が

不適切である教員の研修に関する規則」

基づく指導改善研修（以下「ステップア

ップ研修」）は、平成 16年（2004年）か

ら令和 3年（2021年）で、被研修者総数

（累積）99人中、現場復帰 10人、分限免

職 6人、依願退職等 39人、病気休職中 21

人（令和 3 年 4 月 1 日）となっており、

休職、退職に追い込む制度となっていま

す。 

「ステップアップ研修」について被研

修者からは、研修内容が人格を否定する

ものとなっている、「指導力向上支援・判

定会議」の詳細が説明されないなど、不

満、不信の声があがっています。 

勤務条件に大きな影響を及ぼす、客観

性を持たない、現場教職員、子どもの声に

耳を傾けない、排除の論理に貫かれた「指

導が不適切である教員」の対応を止める

こと。また、パワハラ的なステップアップ

研修については、必ず改善を図ること。 

知識、技術、指導方法、その他教員として

求められる資質能力に課題があるため、日

常的に児童等への指導を行わせることが適

当ではない教員のうち、研修によって指導

の改善が見込まれる者を「指導が不適切で

ある教員」と定義し、教育公務員特例法お

よび大阪市学校活性化条例等に基づき研修

を実施している。 

今後も、関係法令等の趣旨にのっとり、

適切な運用に努めてまいる。 

12．学校における食育の推進に中核的な役

割を担う栄養教諭の欠員等に伴う臨時的

任用は、学校栄養職員としてではなく栄

養教諭の代替として講師の任用を行い、

食育の充実を図るとともに、代替者の報

酬の改善を図ること。 

本市では、平成 29年度の権限移譲後、栄

養教諭の定数内や病気や出産等によって長

期休業する栄養教諭の代替者については、

栄養教諭免許所持者である講師を任用し、

配置を行うこととしてきたが、学校教育法

等の関係法令の規定や他都市状況等に鑑

み、新たに学校栄養職員の職を設置してい

る。 

【労働安全衛生・福利厚生関係要求】 

１．感染症から健康と命を守るために労働

安全衛生体制を強化すること。 

２．高齢期職員の労働安全体制を抜本的に

見直し、強化すること。 

 

職員の労働安全衛生管理に係る責務は各

所属長が担っており、これまでの感染症の

経験を踏まえ、今後も感染予防について、

各所属の安全衛生委員会等において協議さ

れ、職場実態に応じて対策が適切に講じら

れるよう、職員の健康管理、安全管理等に

ついて情報発信等に取り組んでまいりた

い。 

また、高年齢労働者の働き方について、

各所属が加齢に伴う心身機能の変化等を踏
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まえ、現場実態に応じた適切な配慮を講じ

ることができるよう、引き続き健康管理・

安全管理についての情報発信や啓発等に取

り組んでまいりたい。 

３．メンタルヘルス対策の強化・充実とと

もに、病気休暇・休職後の職場復職が円

滑にすすむよう「病気休職者の復職支援」

の制度を改善すること。 

４．年次有給休暇・特別休暇を取得しやす

い職場環境を整えること。 

休職者のうち心の健康問題による休職者

の割合が依然として高い状況の中、心の健

康づくり対策は積極的に取り組むべき重要

な課題であると認識している。 

引き続き、「大阪市職員心の健康づくり計

画（第３次）」に基づき、職員相談事業や啓

発活動、早期発見や適切な対応に向けた職

員への教育・研修等、心の健康づくり対策

に計画的に取り組み、一層の充実を図って

まいりたい。 

また、病気休職者の復職支援については、

管理監督者向けの「管理監督者向けてびき

（職場環境改善・復職支援）」に沿って実施

している。 

５．職場におけるパワーハラスメント根絶

にむけ、「ハラスメントの防止等に関する

指針」にもとづき実効あるとりくみを行

うことや相談窓口の改善など必要な施策

を早急に講じること。 

６．「服務規律」「成績主義」の強化、「分限

処分」を前提とする指導強化によって発

生するパワーハラスメントを防止すると

ともに、是正すること。 

７．あらゆるハラスメントの発生状況を把

握するとともに、ハラスメントの防止及

び排除に向けたとりくみを強化するこ

と。 

８．ハラスメントにかかる相談体制は第三

者機関で対応が完結するようにし、被害

者保護の徹底、被害者の権利を守る制度

とすること。 

パワーハラスメント、セクシュアル・ハ

ラスメント、妊娠、出産、育児又は介護に関

するハラスメントについては、それぞれの

防止等に関する指針及び運用の手引きに基

づき取り組んできたところ、今般、これら

のハラスメントにおいて複合的な事案も生

じていることから、ハラスメントに対して

効果的に取り組んでいくため、令和６年４

月にこれらを一本化した「ハラスメントの

防止等に関する指針」及び運用の手引きを

策定した。 

また、令和６年３月に外部通報窓口を設

置し、ハラスメントの各種相談体制の整備

等に取り組んでいるところである。 

ハラスメント防止については、昨年度に

引き続き、「服務規律刷新プロジェクトチー

ム会議」において「ハラスメント事案の発

生防止」を市長部局における重点取組項目

の一つとして設定し、全職員向けの服務研

修における内容充実等の取り組みを実施し

ている。 

今後も引き続きハラスメントの防止や早

期解決に向けた取り組みを実施してまいり

たい。 

９. 職員の元気回復・福利厚生のための事

業は、民間企業・他都市の実態を調査し、

安心して働き続けられるため、人材確保

のためにも制度の充実を図ること。 

職員の福利厚生については、職員の士気

の高揚や勤労意欲の向上を図る観点からも

その果たす役割は重要であると認識してい

る。 
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(1) 正規・非正規職員を含めた制度として

改善すること。 

(2) 事業内容の充実をはかること。 

(3) 互助会への雇用者負担を行うこと。 

本市の福利厚生事業については、地方公

務員法第 42条の趣旨を踏まえ、また、平成

22年度に国より公表された「福利厚生施策

の在り方に関する研究会報告書」の内容に

も留意したうえで、他都市の状況等を注視

しながら、今後も適切かつ公正な福利厚生

制度の実施に向け、取り組んでまいりたい。 

なお、互助会への公費負担については、

他都市の状況等に鑑みて困難である。 

10．労働安全衛生のとりくみを充実させる

こと。 

(1) 大阪市安全衛生常任委員会に市労組連

該当単組を参画させること。 

(2) 労働基準法や労働安全衛生法等を遵守

し、職員の安全及び健康確保並びに快適

な職場環境の形成をすすめること。また、

そのための予算措置をすること。 

(3) 各職場の労働安全衛生委員会の充実さ

せること。また審議内容の職員周知を徹

底すること。 

(4) 仕事による強いストレスや過重な仕事

による精神疾患、脳・心臓疾患等に罹患

することを防止する取り組みを積極的に

行うなど、職員の健康管理に努めること。

特に負荷の高い業務に従事している職員

に対する勤務時間管理や体制面での配慮

をすること。 

(5) VDT作業基準を遵守すること。 

(6) 執務室の面積は労働安全衛生法に定め

られた基準を確保すること。 

(7) 空調は一律に判断するのではなく、温

度・湿度の実態に合った運用とすること。 

(8) 室温・湿度は正しい位置で観測するこ

と。 

(9）休憩室、休養室は横になれるスペース

を確保すること。 

(10) 非正規職員にも更衣室にロッカーを

用意すること。 

(11) 和式トイレの洋式化、トイレの増設、

設置・改善を行うこと。 

(12) 健康診断、がん検診の充実、自己負担

軽減を図ること。 

(13) 高齢者肺炎球菌、インフルエンザ、新

型コロナウイルスにかかる予防接種の補

助を行うこと。 

 

 

大阪市安全衛生常任委員会については、

委員会のあり方を含め検討してまいりた

い。 

職場の安全及び健康確保並びに快適な職

場環境の形成については、法を順守し、実

施しているところである。 

各職場の安全衛生委員会の充実について

は、職員の労働安全衛生管理に係る責務は

各所属長が担っており、各所属の安全衛生

委員会等において協議され、職場実態に応

じて対策が適切に講じられるよう、引き続

き職員の健康管理、安全管理等について情

報発信等に取り組んでまいりたい。 

職員の健康確保については、労働安全衛

生法に基づく健康診断や長時間勤務職員に

対する産業医による面接指導などを実施し

てきたところである。加えて、平成 23年度

からは、心の健康づくり対策が積極的に取

り組むべき重要な課題であるとの認識か

ら、ストレス調査を実施してきたところで

あり、平成 28年度からは、平成 27年 12月

施行の改正労働安全衛生法に基づくストレ

スチェックを実施しているところである。

引き続き、職員の健康確保を目的として取

り組んでまいりたい。 

ＶＤＴ作業基準の遵守については、情報

機器作業における安全衛生指針を策定する

とともに、情報機器作業に係るリーフレッ

ト等情報発信をしており、所属において適

切に対応されていると認識している。 

職場における温度・湿度や休憩室等の設

置・改善については、各所属において安全

衛生関係法令に基づき適切に実施している

ところであり、引き続き研修等において安

全衛生関係法令における庁舎整備に関する
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内容の周知啓発にも取り組んでまいりた

い。 

健康診断の充実については、今後も関係

法令等を注視しつつ実施してまいりたい。 

また、インフルエンザ等の感染症につい

ては、今後も引き続き感染予防等の情報提

供に取り組んでまいる。 

11．職員に通勤、職務遂行上に感染症対策

として不可欠なマスク等を必要数支給す

ること。そのための予算措置を行うこと。 

職員の労働安全衛生管理に係る責務は各

所属長が担っていることを踏まえ、感染症

予防について、各所属の安全衛生委員会等

において協議され、職場実態に応じて対策

が適切に講じられるよう、職員の健康管理、

安全管理等について情報発信等に取り組ん

でまいりたい。 

12. 交通機関の計画運休等が予定されてい

る場合は特別休暇とすること。また並行

路線がある場合でも距離が一定以上離れ

ている場合は、出勤の強要を行わないこ

と。 

交通機関の事故等の不可抗力の事故によ

り出勤できない場合については、居住地や

並行路線の有無等の事情を考慮のうえ、や

むを得ないと認める場合にのみ適用するな

ど厳格に対応することとしている。なお、

並行路線の利用については、運行状況の確

認を厳格に行ったうえで、社会通念上妥当

かどうかという観点から、総合的に判断す

ることとしている。 


